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トラック運転室内搭載ごみ箱の作成業務に係る企画提案公募要領 

 

海洋プラスチックごみ対策のためには、陸域における散乱ごみ発生抑制対策が必要不可欠です。 

トラックからのポイ捨てごみの散乱は、全国各地で問題となっており、啓発看板の設置等は行わ

れているものの、顕著な改善が見られていないのが実態であり、トラック運送事業者が主体となっ

たポイ捨て防止対策を促進することが必要です。 

そこで、飲食等で発生したごみを運転室内で長時間保管できるような、臭いが漏れない・転倒し

ない等の工夫をしたごみ箱を開発・普及させ、トラックからのポイ捨てを防止することを目的に、

『トラック運転室内搭載ごみ箱の作成業務』を実施します。 

本業務については、民間事業者等の知識やノウハウ等を活用し、より効果的に実施するため、企

画提案公募により受託事業者を募集します。 

 

１ 業務名 

  トラック運転室内搭載ごみ箱の作成業務 

(1) 業務の趣旨・目的 

トラックからのポイ捨てごみの散乱は、全国各地で問題となっており、啓発看板の設置等は

行われているものの、顕著な改善が見られていないのが実態であり、トラック運送事業者が主

体となったポイ捨て防止対策を促進することが必要です。 

そこで、臭いが漏れない・転倒しない等の工夫をしたごみ箱を開発・普及させ、トラックか

らのポイ捨てを防止することを目的に、トラックドライバーの行動スタイル（食事方法、ごみ

の処理実態等）やトラック運転室内のごみ箱に求める仕様にかかるアンケート調査結果（別添）

を基に、トラック運転室内ごみ箱を開発・作成します。 

 

  (2) 業務概要 

トラックドライバーの行動スタイル（食事方法、ごみの処理実態等）やトラック運転室内の

ごみ箱に求める仕様にかかるアンケート調査結果を踏まえ、においが漏れない等の工夫をした

トラック運転室内搭載ごみ箱を作成する。 

 

 (3) 委託上限額 

      １,１００千円（税込） 
 

２ スケジュール 

   令和４年９月１２日（月）   公募開始 

   令和４年１０月５日（水）   質問受付締切 

   令和４年１０月１２日（水） 提案書類提出締切 

   令和４年１０月中旬頃    選定委員会 

   令和４年１０月下旬頃    契約締結 

   令和４年１０月下旬頃    事業開始 

   令和４年１２月２８日（水） 事業終了 
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３ 公募参加資格 

次に掲げる要件をすべて満たす者又は複数の者による共同企業体（以下「共同企業体」という。）

であること。 

なお、共同企業体で参加する者にあっては、構成員全員が該当すること。 

 

１．会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成

11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

２．都道府県税並びに消費税及び地方消費税を完納していること。 

３．国内に事業所を有しない者にあっては、事業所の所在する国における上記３．に相当する税等

を完納していること。 

４．参加を希望する業務に関して実績を有していること。 

５．業務実施に必要な従業員を有していること。 

６．経営者等（事業主又は法人の役員、支配人若しくはその支店若しくは営業所を代表する者をい

う。）が暴力団関係者（暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3

年法律第77号）第 2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）、暴力団（同法第2条第

2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と交わりを持つ者又は暴力団若し

くは暴力団員が経営を支配し若しくは利用していると認められる企業若しくは団体をいう。）で

ないこと。 

 

４ 応募の手続き 

本事業の提案に参加を希望する者の受付手続等は、以下のとおりです。 

「３ 公募参加資格」を確認の上、必要な書類を受付期間内に提出してください。 

 

(1) 公募要領の配布及び応募書類の受付 

  ア 配布期間 

    令和４年９月12日（月）から令和４年10月 12日（水）まで 

    （土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前10時から午後５時まで） 

イ 配布方法 

    大阪府トラック協会ホームページ（https://www.truck.or.jp/）からダウンロードできます。

（窓口及び郵送による配布は行いません。） 

  ウ 受付場所 

    大阪府トラック協会 交通・環境部 

    住  所：大阪府大阪市城東区鴫野西２丁目11-２ 

    電話番号：06-6965-4033 

エ 受付期間 

     令和４年９月12日（月）から令和４年10月 12日（水）まで 

    （土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前10時から午後５時まで） 

  オ 提出方法 

    書類は必ず受付場所に持参してください。（郵送による提出は認めません。） 
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カ 費用の負担 

    応募に要する経費は、すべて応募者の負担とします。 

 

(2) 応募書類 

 ア 応募申込書（様式１） 

   イ  企画提案書 ※10ページ以内（様式２） 

  ウ 応募金額提案書（様式３） 

  エ 業務実績申告書（様式４） 

過去（公募開始日以前５年以内）に実施した、既成のごみ箱を応用するなどして、納入先

のニーズに応じてカスタマイズしたごみ箱を作成した実績に関し、本事業へ活用できる関

連性を記載してください。特に実績が無い場合は、その旨を記載し提出してください。 

  オ 共同企業体で参加の場合 

① 共同企業体届出書（様式５） 

② 共同企業体協定書（写し）（様式６） 

③ 委任状（様式７） 

④使用印鑑届（様式８） 

  カ 誓約書（参加資格関係）（様式９） 

キ 定款又は寄付行為の写し（原本証明してください。） 

ク ①法人登記簿謄本 

・法人の場合に提出してください。 

・発行日から３カ月以内のもの 

  ②本籍地の市区町村が発行する身分証明書 

・個人の場合に提出してください。 

・発行日から３カ月以内のもの 

・準禁治産者、破産者でないことが分かるもの 

    ③法務局が発行する成年後見登記に係る登記されていないことの証明 

・個人の場合に提出してください。 

・発行日から３カ月以内のもの 

・「成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない」ことの証明 

  ケ 納税証明書（未納がないことの証明：発行日から３カ月以内のもの） 

①大阪府の府税事務所が発行する府税（全税目）の納税証明書 

    ・大阪府内に事業所がない方は、本店を管轄する都道府県税事務所が発行するものに代え

ます。 

   ②税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書 

  コ 財務諸表の写し（最近１カ年のもの、半期決算の場合は２期分） 

①貸借対照表 

   ②損益計算書 

   ③株主資本等変動計算書 
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  サ 障害者雇用状況報告書の写し 

①常用雇用労働者数が45.5人以上の事業主の場合 

・「障害者の雇用の促進等に関する法律」により事業主（常時雇用労働者数が 45.5人以

上)に義務化されている｢障害者雇用状況報告書（様式第６号）｣の写し 

・令和４年６月１日現在の状況について記載したもので本店所在地管轄の公共職業安定

所に提出済で受付印のあるもの 

（インターネットによる報告をした場合は、受付印は不要ですが、到達を確認できる 

書類を併せて提出してください。） 

②常時雇用労働者総数が45.5人未満の事業所の場合 

・「障がい者の雇用状況について」（様式10） 

 

(3) 応募書類の部数等 

①正本１部  

・(2)に記載する書類全てを提出してください。 

・表紙及び背表紙に提案事業タイトルと提案団体名を記入してください。 

 ＜記入例＞『トラック運転室内搭載ごみ箱の作成業務』提案書 

      株式会社○○（法人名） 

・Ａ４ファイルに綴って提出してください。 

②副本７部  

・(2)に記載する書類のうち、イ～エの書類を提出してください。 

・記名・押印しないでください。法人名等が印刷された用紙等を使う場合、マスキングの 

 処理を行ってください。 

・１部ずつＡ４ファイルに綴って提出してください。 

③電子媒体（CD－R等） 

・(2)に記載する書類全てを提出してください。 

 

(4) 応募書類の返却 

    応募書類は理由の如何を問わず、返却しませんのでご了解ください。 

    なお、応募書類は本件に係る事業者選定の審査目的のみに使用し、他の目的には使用しませ

ん。 

 

(5) 応募書類の不備 

    応募書類に不備があった場合には、審査の対象とならないことがあります。 

 

(6) その他 

   ア 応募は１者１提案とします（共同企業体構成員として参加する場合を含む）。 

  イ 書類提出後の差し替えは認めません（大阪府トラック協会が補正等を求める場合を除く）。 

  ウ 提出書類に虚偽の記載をした者は本件への参加資格を失うものとします。 
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５ 説明会 

  本業務にかかる説明会は実施しません。不明な点がある場合は、「６ 質問の受付」の項に従い、

質問を行ってください。 

 

６ 質問の受付 

 (1) 受付期間 

公募開始日から令和４年10月５日（水）午後５時まで 

(2) 提出方法 

     電子メール（アドレス：koutukankyou@truck.or.jp）で受け付けます。 

  ア 電子メール送信後、必ず電話で着信の確認をお願いします。 

    （土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前10時から午後５時まで） 

イ 質問への回答は大阪府トラック協会ホームページ（https://www.truck.or.jp/）に掲示し、

個別には回答しません。 

 

７ 審査の方法 

(1) 審査方法 

 ア (2)の審査基準に基づき、外部委員で構成する選定委員会による審査を行い、最優秀提案者

（及び次点者）を決定します。ただし、最高点の者が複数者いる場合は、提案金額の安価な

者を最優秀提案事業者とします。 

イ 審査は、書類審査にて行います。 

ウ 最優秀提案者の評価点が、審査の結果、100点満点中60点以下の場合は採択しません。 

なお、審査内容に係る質問や異議は一切受け付けません。 

   エ 最優秀提案者は特別の理由がないかぎり、契約交渉の相手方に決定します。 
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(2) 審査基準 

 

審 査 項 目 

 

 

審 査 内 容 

 

配点 

事業の目的・

内容の理解度 

・事業の目的や背景となる海洋プラスチックごみ問題について理解し

た提案内容となっているか。 

・トラックからのポイ捨てごみ問題に関する理解を十分に有している

か。 

 

１５点 

事業の実施体

制・スケジュ

ール 

・事業の運営体制が具体的に提示され、無理なく実施できるスケジュ

ールが示されているか。 

・発注者と十分に協議・調整できる体制・スケジュールになっている

か。 

 

１２点 

ごみ箱の作成 ・トラックドライバー向けアンケート調査結果を踏まえたごみ箱の仕

様（素材、ごみ箱サイズ・容量、作成個数、ごみ箱イメージ図、ト

ラック運転室内のごみ箱の設置イメージ図等）が提案されている

か。 

・ごみ箱は、トラックドライバーが継続して活用しやすいよう、工夫

がされているか。 

・ポイ捨て禁止などの啓発ラベルが貼付される等、トラックからのポ

イ捨てを抑止する行動変容に繋がるよう、工夫されているか。 

・ごみ箱の仕様等が、将来的に全国での普及を図る際に活用されるこ

とを意識した提案となっているか。 

・SDGsを意識した提案となっているか。 

 

６０点 

過去の実績 

 

・既成のごみ箱を応用するなどして、納入先のニーズに応じてカスタ

マイズしたごみ箱を作成した実績があるか。 

・過去の実績で得られた知見等が、本事業で活用できるか。 

 

１０点 

障がい者雇用 ・常用労働者45.5人以上の場合、法定雇用障がい者数を超える障が

い者を雇用しているかどうか。または、常用労働者 45.5人未満の

場合、１人以上障がい者を雇用しているかどうか。 

 

３点 

合    計 
１００

点 

 

(3) 審査結果 

 ア 契約交渉の相手方が決定した後、審査結果は採択に関わらず、応募いただいた全応募者に

通知します。 

イ 選定過程の透明性を確保する観点から、以下の項目を大阪府トラック協会ホームページ 

（https://www.truck.or.jp/）において公表します。 

応募者が２者であった場合の次点者の得点は公表しません。 

① 最優秀提案事業者及び契約交渉の相手方と評価点  

＊品質点・価格点を配点した場合の価格点・提案金額 

② 全提案事業者の名称 ＊申込順 

③ 全提案事業者の評価点 ＊得点順  内容は①に同じ 

④ 最優秀提案事業者の選定理由 ＊講評ポイント 

⑤ 選定委員会委員の氏名及び選任理由 

    ⑥ その他（最優秀提案事業者と契約交渉の相手方が異なる場合は、その理由） 
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 (4) 審査対象からの除外（失格事由） 

   次のいずれかに該当した場合は、提案審査の対象から除外します。 

  ア 選定委員に対して、直接、間接を問わず、故意に接触を求めること。 

  イ 他の応募提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

  ウ 事業者選定終了までの間に、他の応募提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示する

こと。 

  エ 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。 

 オ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

 

８ 契約手続きについて 

(1) 契約交渉の相手方に選定された者と大阪府トラック協会との間で協議を行い、契約を締結し

ます。 

 (2)  契約金額の支払いについては、精算払いとし、一般財団法人日本環境衛生センターが行いま

す。 

(3)  契約に際して、暴力団排除措置規則第８条第１項に規定する誓約書（様式 11）を提出いた

だきます。誓約書を提出しないときは、大阪府トラック協会は契約を締結しません。 

(4) 契約交渉の相手方が、契約交渉の相手方として決定した日から契約締結の日までの間におい 

て、暴力団排除措置規則第３条第１項に規定する入札参加除外者、同規則第９条第１項に規

定する誓約書違反者又は同規則第３条第１項各号のいずれかに該当したと認められるときは、

契約を締結しません。 

 

９ その他 

応募提案にあたっては、公募要領、仕様書等を熟読し遵守して下さい。 

 


